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荒川化学グループは、
事業を通じて社会へ貢献していくことを企業の使命と捉え、
また、社会における当社の役割を常に意識しながら、今後もさまざまな
ステークホルダーとの関わりを大切にしていきます。

信頼される企業を目指して
荒川化学では法令・社会規範を守り、社会から信頼される企業として評価いただけるよう努めています。
東日本大震災の経験をもとに、全社ＢＣＰの構築を進めています。

当社は、リスク・コンプライアンス委員会を、取締役会の下
部組織として設置しています。同委員会は、リスク管理を適正
におこない、リスクの発生を未然に防止するとともに、万一リ
スクが顕在化した場合には適切な対処をおこなえるようにし、
コンプライアンスを確保することを目的としています。同委員
会の活動により、事業目的の達成と持続的安定的な発展をよ
り確実なものとします。
規定として「コンプライアンス綱領」、「コンプライアンス倫

理綱領『迷ったら』」および「コンプライアンス行動マニュアル」
を制定するとともに、「リスク・コンプライアンスホットライン」
を開設しています。

リスク・コンプライアンス体制

■リスク・コンプライアンス体制図

■リスクマネジメント体制図

リスク・コンプライアンス責任者
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全社員
（リスク・コンプライアンスホットライン制度）

上司の不正や組織構造上の問題で個別には解決できないリ
スクやコンプライアンスに関わる問題が発生した場合に対応
できるよう、リスク・コンプライアンスホットラインを開設して
います。通報者は、通報したことにより不利にならないよう保
護します。

リスク・コンプライアンスホットライン制度

当社グループでは全従業員にコンプライアンス意識を浸透
させるため、経営理念や行動規範などを記載した携帯カードを
配布、常に所持し、コンプライアンスを意識した行動のよりど
ころとしています。
また、月刊の社内報に「コンプライアンスコーナー」を設け、

コンプライアンスに関する問題を分かりやすく解説し、コンプ
ライアンス意識の向上を図っています。連載は、２０１３年３月ま
でで８３回となりました。

リスク・コンプライアンスの啓発

携帯カード

社内報での掲載記事

内部統制システムの基本方針に基づいて、コーポレートガ
バナンスが有効に機能する体制を整備しています。これにより
業務の適正性を確保して、経営目標を有効・効率的かつ適正
に達成することを目指します。さらに、継続的な改善活動によ
り、内部統制の有効性を評価して改善に努め、さらなる充実を
図っています。
また、財務報告に関わる内部統制報告制度に対応するた
め、リスク・コンプライアンス委員会の下部組織として、内部統
制構築専門委員会を設置し、財務報告の適正性を確保するた
めに必要な体制の整備と内部統制の評価・改善をおこなって
います。
さらに、本年度からスタートしました第３次中期経営計画に
おいては、基本方針である「グローバルに通用する経営基盤
を構築する」に基づく重点施策の一つとして「グローバルガバ
ナンス体制の強化」を掲げております。グローバルで信頼さ
れる企業となるため、グループガバナンス体制を強化すると
ともに、スピード感を持って実行できる体制を構築していき
ます。

内部統制システム

内部統制システムの基本方針

企業価値の向上

リスク・コンプライアンス委員会

内部統制構築専門委員会
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PDCAサイクルに
よる自己評価

スパイラルアップで企業価値向上

内部統制のためのPDCAサイクル

■内部統制システム

当社は、東日本大震災で主力工場の一つである小名浜工場
が被災、そのときの教訓を踏まえて、全社ＢＣＰ（事業継続計
画）の策定を進めています。これは、地震などの緊急事態が発
生しても、事業を中断することなく、または中断しても早期復
旧することにより、企業としての社会的責任を果たすための計
画です。
２０１２年度は、複数の主要拠点での策定を完了しました。２０

１３年度は、さらに全社への浸透を進めます。策定にあたって
は、訓練も並行して進め、現場で有効に機能する仕組みとなる
ように努めています。また、この訓練を通じて、緊急事態におい
ても自律的に行動できる危機に強い人財を育成し、組織を強
化していきます。
ＢＣＰ策定、浸透とともに、事業継続への施策も実行していま
す。２０１１年度から２０１２年度にかけて、主要製品生産の２拠点
化を実施しました。また、ＩＴインフラについても、震災前から外
部のデータセンターを活用している国内に加え、中国子会社
に共通の業務システムを導入し、同様に業務基盤の確保をす
るためのデータセンター活用を進めました。

全社BCPの構築

グループ間の連携強化やさらなるグ
ローバル化へ向け、中国の子会社へ共
通業務システムの導入を実施しました。
導入に際し、日中双方のメンバーがシ
ステム全体の理解を深めたうえで中国
特有の商習慣を取り込みつつ、既存の
業務フローをシステムで運用できる状
態にするまで想像以上の時間と労力を
要しましたが、現地メンバーとコミュニ

ケーションを重ねる中で、システムでつながるだけでなく仲間と
しての絆も深めることができました。また、グローバル化を最前
線で感じられる貴重な経験ができました。

業務統轄部 情報システム部
平井 聡一郎

内部統制システムの基本方針

当社は、経営環境の変化に適切且つ速やかに対応するため、意思決定の迅速化、透明性、公平性の維持を最優先することを念
頭に置くとともに、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することを目的として、会社法に基づく体制及び金融商品取引法が
求める財務報告の適正性を確保するための体制として、以下の各体制を定めております。

① 取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する体制
② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑤ 株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑥  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締
役からの独立性に関する事項

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
⑧ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⑨ 財務報告の適正性を確保するための体制

リスク・コンプライアンス委員会の下部組織としてリスク管
理専門委員会を設置し、全社的なリスク管理体制の充実を
図っています。

リスクの発生を未然に防止するために、生産、営業、研究、管
理部門などの側面から多角的にリスクを検討した上で、リスク
低減に向けての活動を推進しています。

グローバル化を肌で感じた
中国での業務システム導入
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